米国内国歳入法482条1992年新規則案における「比較対象利益幅CPI」概念の理論的･実証的検証 by 藤江,昌嗣
第34巻第2号 1996年3月
《個人研究》
米国内国歳入法482条1992年新規則案における「比較対象利益幅
CPI」概念の理論的・実証的検証
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1992年8月31日から 9月1日にかけてワシントンで開催された米国内国歳入法Internal Revenue 
Code 482条に関する財務省規則案（以下『規則案』とする）についての公聴会は「比較対象利益幅
CPI」概念に対して合衆国政府以外からの賛意がまった＜得られていない＿少なくとも提案規則
で示された優先順位について賛意がまった＜得られていない ことを示した。
本稿では，この焦点となった 1.「比較対象利益幅CPI」概念の紹介， 2.「比較対象利益幅
CPI」めぐる米国議会公聴会の議論， 3.「比較対象利益幅CPI」の問題点をみていくこととする。
1.比較対象利益幅“ComparableProfit Interval, CPI" 
(1) 「比較対象利益幅CPI」とは何か
「比較対象利益幅CPI」は検証対象者の利益性の客観的測定基準（利益水準指標）が，類似の機能
を果たす様々な非関連納税者の客観的測定基準と同様であったとした場合に，検証対象者が稼得した
であろう様々な利益の額から構成され，特に非関連納税者の財務データから得られる利益水準指標
は，検証対象者の営業利益の再計算に用いられる。また，その再計算された金額は「みなし営業利
益」と呼ばれる。そして「比較対象利益幅CPI」は，複数の「みなし営業利益Jの「収束Jにより
得られるとされている(1)0
「比較対象利益幅CPI」は以下に見る 6つのステップを経て設定されるが， r規則案］では①他の
方法を用いて計算された移転価格の妥当性の確認に用いられるとともに，②無形資産の関連取引にか
かる移転価格の決定に用い得ることを示した点が大きな特徴である。
(2) 利用可能データ
財務データをはじめとするデータの利用により「比較対象利益幅CPI」が算定されるので，これ
＊本学経営学部教授
-343-
明治大学社会科学研究所紀要
らのデータが信頼できるものであるのか否かが文字通り結果に対する信頼度を決定していくことにな
る。
I規則案jでは，まず信頼できるデータが得られる限りは，非関連納税者に関するデータ及び検証
対象者に関するデータの期間は「比較対象期間」にすべきであることとしている。そして，この「比
較対象期間」は見直し対象課税年度及びその前後の課税年度を含む三年度であり，「比較対象利益幅
CPI」はこれらの期間の実績に基づき計算され，推定によって計算されるものではないことがうたわ
れている。
(3) 「比較対象利益幅CPI」の設定
「比較対象利益幅」の 6段階の設定stepを図示したものが図 lであるが，ステップ毎にいま少し詳
しくその内容を確認しておくことにしよう。
①step 1 :検証会社 (testedparty)の選定
第1のステップは，関連取引における当事者のなかから検証会社を決定することである。ここに検
証対象者とは，関連取引における当事者で最も信頼できるデータを用い，最も少なく，かつ正確に数
量化が可能な調整を通じてその営業利益が確認できる会社を指す。
検証対象者の選定を類型化すれば，通常，再販売価格基準法 (RP法）が適用される有形資産の関
連販売においては，資産の購入者が，また原価基準法 (CP法）が適用される有形資産の関連販売に
おいては，販売者が，そして無形資産の譲渡においては譲受者が選定されることになる。
図1 「比較対象利益幅CPI」の設定
step 1 :検証対象者 (testedparty)の選定
↓ 
step 2：検証対象者の妥当な事業区分（産業分類）の決定
↓ 
step 3：検証対象者の「みなし営業利益」の算定
↓ 
step 4 :「比散対象利益幅CPI」の決定（「みなし営業利益」の収欽もしくは収束）
↓ 
step 5 :「比較対象利益幅CPI」における
最適利益点 (MostAppropriate Point)の決定
↓ 
step 6 :関連者間取引における移転価格の決定
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②step 2：検証対象者の妥当な事業区分（産業分類）の決定
「比較対象利益幅CPI」設定のために用いられる「みなし営業利益」は，検証者の検証対象取引と
類似した取引を行う非関連者のデータから得られる。そして「類似した取引」は，適用対象産業分類
にしたがって決定されることになっている。この決定は，二段階でなされるが，第一段階では，検証
対象者と関連納税者グループの他のメンバー間の取引に関連する検証対象者の事業（検証対象事業）
が特定され，第二段階では，検証対象事業が，適用対象産業分類を決定するため入手可能なデータに
基づき，非関連納税者の類似事業に可能な限り近づけられることになる。
③step 3：検証対象者の「みなし営業利益」の算定
みなし営業利益は，非関連納税者から利益水準指標を検証対象者の財務データに適用することによ
り計算される。
非関連納税者に関連するデータは，適用対象産業分類の選定に用いられたデータから選定されなけ
ればならず，また，データ選定に当たっては，非関連納税者と検証対象者の類似性 適用対象産
業分類を構成する事業規模及び関連の市場に関する類似性，及び類似性を示す他の要素 が考慮
されなければならないとされている。
また，利益水準指標は，調査されている活動の性格及び非関連納税者から得られる信頼できるデー
タにより，特定の事案における事実及び状況下で正確な比較を行うことができる指標として選定され
なければならない。
利益水準指標の決定及びみなし営業利益の計算において用いられる諸概念の定義は次のとおりであ
る。
「売上」 ＝販売による総収入額から値引き及び返品額を控除したもの
「総利益」 ＝売上から販売した商品の原価を控除したもの
「営業費用」＝広告宣伝，販売，マーケティング，管理，研究・開発による費用，及び合理的な償
却費を含む。支払利子，外国税額，内国所得税は含まない。
「営業利益」＝総利益から営業費用を控除したもの
「資産」 ＝総資産（年首と年末の帳簿価額の平均により測定される）の帳簿価額
また，利益の比較のために信頼できる基準を提供する利益水準指標には，④資産収益率 R利益率
（売上営業利益率，営業費用に対する総利益率，他の利益率） R比較対象プロフィット・スプリッ
ト（残存プロフィット・スプリット，全体プロフィット・スプリット）などがある。
④step 4 : 「比較対象利益幅CPI」の決定（「みなし営業利益」の収敏もしくは収束）
「比較対象利益幅CPIJは，大きさが適度に制限された幅を形成するよう収束する「みなし営業利
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益」の額を選定して設定される。しかしながら，適用対象産業分類に事業が近似的に対応する非関連
納税者の数が少ない場合には，「比較対象利益幅CPI」の設定に際し 2つのタイプの収束を考えなけ
ればならない。
第 1のタイプの収束は，ー非関連納税者がもついくつかの利益水準指標から得られる検証対象者の
みなし営業利益が収束することで，非関連納税者と検証対象者が比較可能であることを示し，その非
関連納税者から得られた「みなし営業利益Jが「比較対象利益幅CPI」に収まることを示唆してい
るとしている。
第2のタイプの収束は，複数の非関連納税者の一つ以上の利益水準指標から得られたみなし営業利
益」の収束である。利益幅の中の他のポイントから外れた「みなし営業利益」は，「比較対象利益幅
CPI」から除外される。
また，収束の決定においては，より信頼性の高い「みなし宮業利益」に大きなウェイトがおかれる
が，「信頼性」そのものは，R相対的な特異性に関して基礎となったデータの質，Rそのデータの収
集先である非関連納税者及び検証対象事業の製品及び機能の類似性， C)データを入手した市場の類似
性，④利益水準指標に対する適合の度合いを考慮することにより判断されるとしている。
そして注目されるのは，その事業が適用対象産業分類に当てはまる非関連納税者が，有効な統計手
法が使用可能な程度に多く見い出される場合には，収束は，計狂されたすべての「みなし営業利益」
が適度に狭い範囲に集中していることを確認するため，これらの手法を用いて決定されなければなら
ないとしている点である。
⑤step 5 :「比較対象利益幅CPI」における最適利益点 (MostAppropriate Point)の決定
比較対象利益比準法及びその他の方法の適用J:.,「比較対象利益幅CPI」の中の最適ボイントを確
認する必要があるが，この最適ポイントは，すべての事実及び状況を考慮して決定されなければなら
ないが，統計的手法が用いられる場合と用いられない場合の区別がなされている。
1)_統肝的手法が用いられる場合
もし，「比較対象利益幅CPI」を設定するため統計的手法が用いられる場合には，最適ポイントは
集中点 (centraltendency＝データの中心化傾向の測度）を求める統計的手法を用いて決定されると
している。
2)統計的手法が用いられない場合
統計的手法が用いられない場合には，最適ポイントとなる「みなし営業利益」の選定に当たって
は，以下の①～④の 4つの要素が考慮されるべきであるとしている。
R「みなし営業利益Jの入手先である各非関連納税者の比較可能性
比較可能性は次の 3つの基準に基づく。
(i) 検証対象者が果たす機能と非関連納税者の果たす機能の類似性，及びそれらの機能に係わる
経済的リスクの類似性
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(i) 検証対象者により提供される製品又はサービスと非関連納税者により提供される製品又はサ
ービスの類似性
(i) 検証対象者に適用した場合に，非関連納税者の各々の利益水準指標が収束する程度
R「みなし営業利益」をもたらした利益水準指標に適用するために調整が必要な程度。
c「みなし営業利益」をもたらした利益水準指標が，「信頼性」の要素を満たす程度。
④「みなし営業利益」をもたらした利益水準指標が，「比較対象利益幅CPI」の決定に用いられた
各非関連納税者に適用された場合に，収束する結果を生ずる程度。
⑥step 6 :関連者間取引における移転価格の決定
「比較対象利益幅CPI」の中の最適ポイントが決定された場合には，関連取引における移転価格
は，『規則案』の中の「無形賓産の譲渡又は使用」の条項と「有形資産の販売」条項の規定する原則
に従い決定されることになる。すなわち，移転価格は，関連取引における実際の諮求額を，最適ポイ
ントに一致する「みなし営業利益」と等しい検証対象者の営業利益となるよう調整されることで決定
されるのである。
2.「比較対象利益幅 CPI」めぐる米国議会公聴会の議論
1992年8月31日から 9月1日にかけてワシントンで開催された米国内国歳入法Internal Revenue 
Code 482条提案規則に関する財務省規則案（『規則案』）の公聴会は「比較対象利益幅CPI」に対し
て合衆国政府以外からの賛意がまった＜得られていない一ー一少なくとも提案規則で示された優先順
位について賛意がまった＜得られていないことを示した。「比較対象利益幅CPI」は移転価格の決定
において有効な場合もあるが，特殊な取引きという事実そのものが各企業の移転価格算定（手法）の
妥当性を支持するものであるという反論もみられたのである。しかしながら，基本的な問題は，どの
ような規則で詳細なガイダンスを提供し得るのか，もしくはすべきなのか，あるいは基本的な企業内
移転価格原則を詳述しうるのかもしくは詳述すべきなのかということである。以下では公聴会での議
論を簡単に紹介していくことにする。
(1) John, Simpson (Price Waterhouse coalition) 
f規則案Jに対する基本的な異論は「比較対象利益幅CPI」が移転価格算定における最優先のルー
ルに高められた点にある。 John,Simpson (Price Waterhouse coalition) は「事実と環境が問題の
鍵であり，正しい方法をとり出すことが肝要である（2)」とした。また彼は「「比較対象利益幅CPIJ
は他の不正確な比較対象取引と同じ優先順位に置かれるべきである（3)」とした。
(2) Deloris Wright (Coopers & Lybrand) 
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「比較対象利益幅CPI」に対する一つの批判点は，それが特殊な取引に固有の特性を無視している
という点に向けられている。 DelorisWright (Coopers & Lybrand)は，「「比較対象利益幅CPI」が
市業における非効率性や市場と生産物双方における特性を考慮に入れることに失敗しており，「比較
対象利益幅CPI」が“合理性のテストの方法”として用いられるべきであるm」と主張した。「もし
納税者がこの“テスト”に失敗した場合に何が生じ得るか？（5)」という Triplettの質問に対して，
Wrightは，「内国歳入庁は納税者が失敗した原因を決定する事実や条件（環瑳）について検証すべ
きである（6)」と答えた。 Triplettは続いて，テストの失敗は納税者に新たな負担を課すものであるか
否かを問いただしたが，これに対し， Wrightは，「かかるケースでは修正がなされるかもしくは納
税者が「比較対象利益幅CPI」を覆す理由を申し出るべきであるm」と答えた。
(3) Michael F Patton (Ernst & Young) 
Michael F Patton (Ernst & Young)は「規則案』に流れる哲学は，「数学的検証が多ければ多い
ほど，結果はより確実になる（8)」というものである。しかしながら， Pattonは，「逆もまた真であ
り， 482条の分析は事実を追いやるものでもあり，それゆえ他の方法が提示されるべきである（9)」と
した。
Pattonは現在の形では，規則は 1歪みdistortion」を生むだろうと主張した。「「比較対象利益幅
CPI」が姫終規則から無くならないという前提の下では，「最終規則」は一~前文ではなく
「比較対象利益幅CPI」は「機械的に」適用される必要はないと記述すべきである(10)」と Pattonは
つけ加えた。
(4) BAKER & McKENZIE 
「比較対象利益幅CPI」は移転価格がアームスレングス的性質を満たすか否かを判定する国際的に
承認された方法ではなく，多くの租税条約締結国により明確に拒否されているのだから，合衆国によ
るかかる方法の適用は企業利益businessprofitに対し二軍課税を生じさせることは避けられない。
この点について Deloitte& Toucheの代理人は自らの企業調査によると，その依頼人である多国籍
企業の80％以上が提案規則の適用が二直課税を生ずるとしている。
また，実践上の問題点として次の 2点を指摘した。
① CPI法は本質的に実行不可能であり，また非常に多くのケースで歪み且つ誤った結果を生み出
すことが懸念されること
② 特に問題なのはCPI法の優先順位が提案規則において上がったことである。この扱いは納税者
に対し，その移転価格のアームスレングス的性質を支持するであろう特殊な事実や状況を事実上奪
ってしまうことになること (11)0 
また，伝統的なCPTの利用の制限となることも問題である。つまり提案規則のアプローチ全体は
商売に必要な要件や市場条件により不可避的に影菩される移転価格とはまったく関係のない産業レベ
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ルの利益指標に不当な重要性をおいていること。実際，幾人かの公聴人は同様の理由で，提案規則の
"sound business judgement"規準の排除を要求している。
多国籍企業は非関連会社とますます多くの取引きを行っており，かかる取引は「比較対象利益幅
CPI」の拘束に従うことなしにこれらの会社が信頼し得る CPTの数が増加することを期待させるも
のである。
「比較対象利益幅CPI」は一般的に受け入れられている統計的規準と調和しない点でエコノミスト
により批判されており，また他方では納税者が利用できず，仮に利用可能であっても納税者が適合し
ない広義の産業分野に関連するデータに依拠することになるという点で批判されている。
結局，『規則案］の抱える明確な因難を前提とするかぎり，最終規則が草稿draftと同一の内容で
発布されることになれば， IRSは最終規則の対象を無形資産に限定すべきであり，さらには「比較
対象利益幅CPI」を高収益をもたらす無形資産もしくは著しく異なる税率をもつ課税管轄権jurisdic-
tionsを含む取引に対してのみ課すように制限すべきであるとしている(12)0 
(5) UNICE (Union of Industrial and Employer's Confederation of Europe) 
UNICEは， IRSの立場からみで受容可能な移転価格であるか否かを決める規準yardstickとし
て，「比較対象利益幅CPI」を理解し，「比較対象利益幅CPI」にもとづき IRSは企業内で移転した
所得を非関連者との比較可能な取引に参加している類似条件の納税者から得られる「客観的な」所得
の測度―—いわゆる「利益水準指棟」 に対して取り扱うとした(13)0 
「比較対象利益幅CPI」は，いわゆる “constructiveoperating income"構成的事業所得と呼ばれ
る範囲にある調査対象納税者の財務データにさまざまな利益水準指標を適用することにより構成さ
れ，企業内取引により得られた実際の所得は IRSの受け入れ可能な移転価格に対して計算された
「比較対象利益幅CPI」の範囲内にあるべきで， もし所得が幅の外側に落ちるならばIRSは修正を行
うという理解であることを示した。
また，「比骰対象利益幅CPI」概念は移転価格の考え方全体を支配するものであり，それは有形資
産，無形賓産の移転あるいはコストシェアリング arrangementに関するか否かは問わない。 CUP法
の受容条件一——あるいは無形資産の移転における “matcing transaction"の受容条件 は余り
に厳密すぎるため，ある移転価格を支持するために比較可能取引を用いることができる納税者はほと
んどいないのである。したがってテストの結果はまた Cost-PlusCP法や Resale-MinusRP法を無効
にするものであるとの見解を示した(12)0 
U:,.;'ICEの見解では，「比較対象利益幅CPI」は概念上の欠点をもち，またアームス・レングス原
則とも調和しないこと。さらに「比較対象利益幅CPI」は納税者に対し，納税者が決して得られな
いような競争者についてのデータを用いることを必要としている点で問題であるとしている。
「比骰対象利益幅CPI」概念は事業所得operatingincomeがさまざまな要因により影響されると
いう事実を無視している。たとえばそれは労働コストであり，管理の質であり， particularcost efi-
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ciencies特殊なコスト効率（もしくはその欠如）であり，所在地locationである。
それゆえ調査会社の事業所得が「比較対象利益幅CPI」の外側に落ちる場合，この事実は企業内
取引が正しい価格づけでなされなかったことにより説明し得るのみであると想定することは受け入れ
がたいものがある。
「比較対象利益幅CPI」によるテストの結果は多くの場合妥当な類似企業を見つけることがたとえ
不可能でなくとも大変難しいという事実により一層曖昧なものになるし，費用の配賦が任意性をもつ
ことは避けられず，それゆえかかるテストの実行は信頼するに足りないものとなる。
また［規則案］は必要があれば「類似」企業の範囲を広げることを推奨しているが．それにより恣
意性が一層増し，また信頼性が一層低下するのである。
UKICEにとり「比較対象利益幅CPI」アプローチの採用により，同一の欠点をもつ原理にもとづ
き納税者の移転価格システムを弁護するために追加的評価に伴うリスクを低めたいと考える納税者に
その利用を強いることは有効である。すでに述べたように「比較対象利益幅CPI」の計算のために
必要なデータを十分詳細な形で納税者が利用できないので，この方法の採用は実践上不可能である。
さらにケースや国によっては， anti-trustand/or data protection legislationが明確にかかる競争者
の高度の秘密情報の獲得を禁じているかもしれない。
実際， IRSのみがその欲する「比較対象利益幅CPI」に到達しうる十分詳細なデータベースを保
持できるかもしれない。この方法は納税者を自らが用いる移転価格が結果的に IRSを受け入れられ
るか否かについての不確実性をもった特殊な状況におくものであり，また．もし IRSが，修正を行
った場合，納税者が直面するかもしれない"theheavy 2 accuracy related'-'penaltiesはまったく認め
られないのである。
(6) 日本機械輸出組合 “JMEA"
日本機械輸出組合 “JMEA"の， CPI手法に対する立場は，［比較対象利益幅CPI」法は従来国際
的に承野されてきた独立企業間価格算定手法（いわゆる基本三法）とは異質なものであり，もし諸外
国のコンセンサスが得られずにアメリカがその手法の導入を強行すれば多くの多国籍企業が経済的ニ
重課税に苦しめられることになるため，その導入の撤回を強く要望するというものである (14)0 
3.比較対象利益幅 “ComparableProfit Interval, CPI"の問題点
比較対象利益幅 “ComparableProfit Interval, CPI"のもつ問題点は数多く指摘されており，最後
に主要な点について箇条書きで示すが，その前に個人的立場でIRSに意見書を提出した SamFlaim 
の立場と主張を紹介しよう (15)。
(1) Sam Flaim 
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① 受容可能な移転価格とコストシェアリングに対する経済的根拠（正当化）を発展させようとする
IRSの試みを支持するが，利益幅と中心化傾向の洞度の適用による「規則案］は，無形資産に対
する利益率が何百％も変わるリスクやそれを許容するものではない。“中心化傾向の測度”を用い
た比較により得られた受容可能な利益率は単一の平均値の周辺を何度も collapse消滅（衝突）す
る。
② 『規則案』は個別の子会社の売り上げや収益性を考慮することなく多国藉企業の最小の税を証明
するものである。
IRSによる親会社と子会社への所得の配分allocationは，親会社と子会社への連結利益（かか
る税のない）を超えた総所得額を生み出すかもしれない。
③ l涛規則案，lは事業目的を無視する代わりにまた売上最大化やマーケットシェアの増大の試みとい
った経済行動を観察（監視）するものである。
これらの合法的な事業目的や通常の商業活動は提案規則により妨害される。
この点は外国の競争企業に対するアメリカの多国籍企業のフレキシビリティの適用や発展をも妨げ
るものである。
④ 482-l(bXl)について
『規則案.lはケースバイケースの評価が必要で，行政上実施可能な不動産の評価方法にも似た比
較可能性基準を追求している。 “soundbusiness judgement"を用いる非支配納税者が支配納税者
が対処する現実の状況を与件とした場合に同一の条件termsに同意するか否かというもの）
このテストは，事後の解釈が事前の予測を判断する基礎になっているので根拠のあるものではな
い。それゆえ，“判断judgement’'は現実のリスク（技術上また政治上のリスク）や経済上のリス
ク，そして同意がなされるときの原理のもつリスク認識を反映しなければならない。
⑤ 「482-2(d)(l)(i)は無形資産に対するアームスレングスの考えは無形資産に帰属する所得に相応しな
ければならないと提案している。」これもまた事前のリスク認識の事後解釈である。この手法はア
ームスレングス基準に則った経済上あるいは事業上の原理と一致するものではない， というのはこ
の基準は将来の 2つの異なる時点で判断されるからである。
⑥ 「通常最も完璧でかつ正確なデータに依拠し，また最小限の修正で済む方法は非関連納税者が同
一条件下で同一の無形資産に要求する多くの考慮点を反映したものである。 j もし非関連納税者
が競争者（企業）を含む場合には，提供者の競争上の地位に従って考慮すべき点は極く少数となる
かも知れないし，あるいは非常に多くなるかもしれない。非関連納税者の一！曽厳密な定義が必要で
ある。
⑦ 「482-2(f)は「比較対象利益福CPIJによる検証に関するものであるが，それは企業にとり重荷
となるものであり，また他の合衆国法人や外国支配法人からの妥当な愉報を必要するものである。
合衆国法人は国内のライバル企業のみならず外国法人とも競争しているのだから，無形資産から生
じた生産物に対する当該市場を構成するこれらの企業に対する無形資産の収益率についての情報も
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必要となる。
⑧ 「482-2(fX7)は「比較対象利益幅CPI」を決定する 6つのステップを記述し，このステップは幅
の中にある他のデータよりも著しく乖離するデータを排除する。同一資産からの利益率の自然な分
布における外れ値out-lyersを排除するこのステップは，認識上の差異やベンチャーに対するリス
クの評価のみならず企業間の差異やニーズを無視するものである。
市場の経済的条件は，異なる購買者や販売者はベンチャーの収益性判断において異なる基準をも
っており，また期待に関する正規分布は中心化傾向の測度を計算する際にかかる外れ値out-lyers
を含んでいるであろうということである。
⑨ 外国源泉所得への合衆国税の賦課は合衆国企業をかかる税なしでは外国企業に対し競争不利な立
場に置くことになる。こうした不利な状況は国内雇用や外国で操業している合衆国企業による雇用
の喪失を導くことになる。
(2) 主要な問題点のまとめ
1) CPIが適用される場合は，類似の独立当事者がそもそも存在しない場合が少なくないこと
（論理矛盾＝似たものがないのにもかかわらず似たものを探せ……(16)。）
選定対象が広がることにより，似ても似つかぬ対象会社 (testedparty)が選ばれる危険性が
あること。また選定基準に「売上高」を入れるべきであるとの意見もあること（「機械輸出組
合」）。
2) 「みなし営業利益」の算定にあたり資産収益率などの複数の適切な利益水準指標が入手可能で
あることが前提とされているが妥当であるか。
3) データの制約に関する問題で，比較可能な信頼できるデータが入手可能であるのか？
IRSが税務申告書から入手されたデータ・ベースを使用する場合，これらのデータは納税者
には入手不可能で納税者に著しく不利となるおそれがあること。
3) 推計課税的な性格。関連当事者の財務清報は現実（過去）の財務情報であり， これを将来に外
挿してよいのかという問題。
4) CPI比較対象利益幅の収紋（収束）について明確な視点が与えられていない点。
CPI比較対象利益幅の決定においてコンストラクティブな「みなし営業利益」がいくつか求
められ，それを並べて一定の収敏（収束）が得られるかどうかを認定するが，その際， 2種類の
方法一~①単一の独立当事者に複数の利益水準指標を用いて求められる複数のみみなし営業所
得が収緻（収束）するか否かを見る方法と②複数の独立当事者に単ーもしくは複数の利益水準指
標を用いて求められるコンストラクティブな「みなし営業利益Jに関する収叙（収束）を見る方
法 があるが，いかなる場合に「みなし事業利益」の収敏（収束）の幅が認定されるのかに
ついて触れられていないこと。また，いかなる統計的手法を用いるのかについて述べられていな
い点。
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5) 最適点の選び方が不明確である点。
最適点は「比較対象利益幅CPI」の範囲における中心化傾向の統計的測度で決定されるべき
こと，ただし，中心化傾向をもたないデータには殻適点の手法は使うべきでないこと。たとえ
ば，価格の調整は「比較対象利益幅CPI」の中心ではなく下限値から行われるべきこと。また，
比較や決定は過去 3年間のデータではなく，できれば5年間のデータを用いること。
(3) 建設的提案＿BAKER& McKENZIE 
BAKER & ;¥,1cKENZIEは，先に見た問題点の指摘の上，次のような「建設的提案Jを行ってい
るI17¥ 
① 移転価格のアームスレングス的性質を立証する受け人れ可能な「他の方法」に対する「比較対
象利益幅CPI」法の優位性を下げること
② 「比較対象利益幅CPI」法をある会社の移転価格のアームスレングス的性質を立証する任意の
「セーフハーバー］としてのみ保持すること
③ IRS側の一附の研究や分析を通じて「比較対象利益幅CPI」法の制限が減ぜられるまで提案
された「比較対象利益幅CPI」法を留保しておくこと
④ その価格づけについて事前に確認を得ている納税者にしたがって，事前確認のルールを実行す
れば，その後の調査におけるペナルティを免れること
⑤ 「比較対象利益幅CPI」法を完全に廃棄し，計画全体について新鮮なスタートをきることに勢
力を注ぐこと
4.結
本稿ではこれまで， l.「比較対象利益幅CPI」概念の紹介， 2.「比較対象利益幅CPI」めぐる
米国議会公聴会の議論， 3.「比較対象利益幅CPI」の問題点をみてきた。その後1993年 1月に提起
された『暫定規則jにおいては，「比較対象利益幅CPI」概念もしく CPI法はその優先順位が r規則
案］から後退した。「規則案1に対する諸団体の意見がこの修正に大きく貢献したことは疑いない。
しかしながら，本稿でみてきた「比較対象利益幅CPI」概念のもつ本質的問題点は， CPM法
(Comparable Profit Method) に引き継がれているといえるのであり，また有形賓産のみならず無形
資産を対象とした課税所得の算定において「推計課税」的な性格が不可避なものであれば，統計的手
法の利用を含め問題点を整理しておくことは童要な作業と位置づけられる (18)0
注
(1) The proposed regulations under Section 482: Intercompany Transfer Pricing and Cost Sharingに
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